
今こそ平和主義を礎に

朝日 3 日社説「揺らぐ世界秩序と憲法」の表題社説の後半から。自民党は 5 年で対

GDP(国内総生産)比倍増も視野に、防衛費の大幅増を岸田首相に提言した。武器輸出を

拡大するための防衛装備移転三原則の見直しも求めた。危機に乗じて、これまでの日本

の抑制的な安保政策を一気に転換しようとする試みは容認できない。

「われらは、平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭を地上から永遠に除去しようと

努めている国際社会において、名誉ある地位を占めたいと思う」

憲法の前文の一節だ。日本一国の安全にとどまらず、国際平和の実現をめざすのが憲

法の根本的な精神である。

ロシアの侵略を一刻も早く終わらせ、市民の犠牲はこれ以上出させない。そのうえで、

このような事態が繰り返されることのないよう、ロシアを含めた国際秩序の再建に取り

組む。国連の改革も必要だ。

この困難な国際社会の取り組みに、日本は主体的に参加しなければならない。憲法に

至る平和主義の淵源のひとつともいえる著作がある。ドイツの哲学者カントが 18 世紀

末に著した「永遠平和のために」だ。その条件としてまず、常備軍の廃止や戦時国債の

禁止など 6つをあげている。

カントは人間の「善」に立脚していたわけではない。逆に人間は邪悪な存在であると

の認識から、「永遠平和は自然状態ではない。自然状態とはむしろ戦争状態なのである」

と記した。永遠平和は人間がつくりださなければならない。それは「単なる空虚な理念

でなく、実現すべき課題である」と説いた。

繰り返される戦争の惨事から立ち上がり、平和を求めてやまなかった先人たちの営み

の上に今がある。強い意志をもって、その歩みを前に進める歴史的使命を果たさねばな

らない。

写真は同日に掲載された「意見公告」である。

(2022 年 5 月 5日)


